
介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出について 

 

 

 介護保険法及び老人福祉法の規定により、介護サービス事業者は業務管理体制の整備に関

する届出書の提出が義務付けられています。 

 

・制度趣旨 

 

 介護サービス事業者による不正行為を未然に防止し、利用者の保護と介護事業運営の適正化を図る

ため、平成 21 年 5 月 1 日から介護サービス事業者には業務管理体制の整備と届出の義務が課せられ

ることとなりました。 

 また、制度改正に伴い、平成 27 年 4 月 1 日から、業務管理体制の整備に係る届出書の届出先が変

更となりました。 

 

 介護サービス事業者が整備すべき業務管理体制の内容は、指定又は許可を受けている事業所又は施

設の数により以下のとおりとなっています。 

 

・事業所が整備する業務管理体制 

（介護保険法第１１５条の３２・介護保険法施行規則第１４０条の３９） 

業 
務 
管 
理 
体 
制 
整 
備 
の 
内 
容 

    
業務執行の状況の監査を 
定期的に実施 

  

業務が法令に適合すること
を確保するための規定 
（＝以下「 法令遵守規程」）
の整備 

業務が法令に適合すること
を確保するための規定 
（＝以下「 法令遵守規程」）
の整備 

法令を遵守するための体制の
確保にかかる責任者 
（＝以下「法令遵守責任者」）
の選任 

法令を遵守するための体制
の確保にかかる責任者 
（＝以下「法令遵守責任者」）
の選任 

法令を遵守するための体制
の確保にかかる責任者 
（＝以下「法令遵守責任者」）
の選任 

事業所 
等の数 

１以上２０未満 ２０以上１００未満 １００以上 

 

 ※例えば、同一の事業所が訪問介護事業所と介護予防訪問介護事業所の指定を受けている場合は事

業所数は２となる。また、みなし事業所については、事業所数には含まない。 

 ※みなし事業所とは、病院等が行う居宅サービス（居宅療養管理指導・訪問看護・訪問リハビリテ

ーション）であって、健康保険法の指定があったとき、介護保険法の指定があったものとみなさ

れる事業所。 

 

 



・届出書に記載すべき事項 

（介護保険法施行規則第１４０条の４０） 

 

・届出先 

（介護保険法第１１５条の３２・介護保険法施行規則第１４０条の４０） 

区分 届出先 

① 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する 

事業者 
厚生労働大臣 

② 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、２以上

の地方厚生局の管轄区域に所在する事業所 

事業者の主たる事務所が所在 

する都道府県知事 

③ 全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者 都道府県知事 

④ 全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者 指定都市の長 

⑤ 地域密着型サービス（予防含む）のみを行う事業者であって、

事業所等が同一市町村内に所在する事業者 
市町村長 

 

【地方厚生局管轄区域一覧】 

地 方 厚 生 局 管 轄 区 域 

北海道厚生局 北海道 

東北厚生局 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

関東信越厚生局 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、 

新潟県、山梨県、長野県 

東北北陸厚生局 富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

近畿厚生局 福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国四国厚生局 
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、

高知県 

九州厚生局 
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、 

沖縄県 

 

・届出の期日 

 届出は体制を整備した後、速やかに行っていただく必要があります。 

届出事項 対象となる介護サービス事業者 

[1]事業者の 

・名称又は氏名 
・主たる事務所の所在地 
・代表者の氏名、生年月日、住所、職名 

全ての事業者 

[2]「法令遵守責任者」の氏名、生年月日 全ての事業者 

[3]「法令遵守規程」の概要 事業所等の数が２０以上の事業者 

[4]「業務執行の状況の監査」の方法の概要 事業所等の数が１００以上の事業者 


